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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

完成工事高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 53,934 0.4 1,012 35.7 1,252 35.4 532 11.8
22年3月期 53,696 △5.4 746 34.3 924 25.8 476 43.1

（注）包括利益 23年3月期 467百万円 （△28.7％） 22年3月期 655百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率

完成工事高営業利益
率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 23.74 ― 2.3 2.8 1.9
22年3月期 21.12 ― 2.1 2.1 1.4

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 45,290 24,798 51.3 1,049.80
22年3月期 45,008 24,812 51.8 1,033.89

（参考） 自己資本   23年3月期  23,254百万円 22年3月期  23,322百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 746 △1,233 218 2,444
22年3月期 260 △720 1,514 2,713

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 5.00 ― 10.00 15.00 338 71.0 1.5
23年3月期 ― 5.00 ― 10.00 15.00 334 63.2 1.4

24年3月期(予想) ― 5.00 ― 10.00 15.00 66.5

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

完成工事高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 21,500 △5.4 100 ― 200 175.6 100 ― 4.51
通期 50,000 △7.3 900 △11.1 1,100 △12.1 500 △6.1 22.57



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 23,138,400 株 22年3月期 23,138,400 株

② 期末自己株式数 23年3月期 986,885 株 22年3月期 580,294 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 22,443,001 株 22年3月期 22,562,212 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

完成工事高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 44,063 △1.7 618 44.3 909 39.7 445 9.6
22年3月期 44,806 △6.4 428 63.2 650 36.1 406 49.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 19.86 ―

22年3月期 18.03 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 33,813 21,228 62.8 958.32
22年3月期 33,558 21,396 63.8 948.51

（参考） 自己資本 23年3月期  21,228百万円 22年3月期  21,396百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載した業績予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいたものであり、実際の業績は様々な要因により異なる場合があり
ます。 
 なお、業績予想に関する事項につきましては、添付資料２ページの「（1）経営成績に関する分析」をご参照ください。 
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＜当期の経営成績＞ 

①当連結会計年度の業績全般に関する分析 

情報通信分野におきましては、既存の固定電話から光ＩＰ電話への移行が本格化するとともに、

次世代ネットワークの進展と多彩なブロードバンドサービスの展開により、今後も市場の拡大が期

待されております。 

 このような状況のもと、当社グループは、受注の確保・拡大、仕事の仕組みの変革等による生産

性の向上及び原価の低減を目指した各種業務改善施策の展開など継続的なコスト競争力の強化に取

り組みました。 

 当連結会計年度の業績は、ソリューション事業の完成工事高やその他事業（土木事業及びリース

事業等）の受注高・完成工事高は増加しましたが、当社グループの主要事業である情報通信工事業

の受注高・完成工事高が減少したことなどにより、受注高は521億８千１百万円（前期比

92.3％）、完成工事高は539億３千４百万円（前期比100.4％）となりました。 

 損益につきましては、完成工事高の増加や各種業務改善施策の展開などにより、営業利益は10億

１千２百万円（前期比135.7％）、経常利益は12億５千２百万円（前期比135.4％）、当期純利益は

５億３千２百万円（前期比111.8％）となりました。 

②当連結会計年度のセグメントの業績に関する分析 

・情報通信工事業 

電柱更改工事の受注減などにより受注高は347億５千６百万円（前期比86.4％）、完成工事高は

354億７千７百万円（前期比94.0％）となりました。 

 ・ソリューション事業 

当社の強みを生かした通信関連システム等の提案型営業を展開し、自治体向けの情報通信基盤関

連工事の順調な受注・完成により、受注高は75億１千６百万円（前期比96.2％）、完成工事高は85

億７千３百万円（前期比123.7％）となりました。 

・その他 

土木事業につきましては、受注機会の拡大などの営業活動を積極的に展開し、大型案件の受注に

より受注高及び完成工事高ともに増加し、リース事業における官公庁向けリース契約も増加した結

果、受注高は99億８百万円（前期比117.0％）、完成工事高は98億８千２百万円（前期比109.3％）

となりました。 

  

＜次期の見通し＞ 

国内景気は回復基調にありましたが、先の東日本大震災等による被害があまりにも甚大で、今後

の影響が懸念されるところであります。 

 当社グループの主要なセグメントである情報通信工事業におきましても、ブロードバンドサービ

スの拡大、光ＩＰ電話への移行、携帯電話サービスの多様化・高度化、次世代ネットワークサービ

スが進展する中、通信事業者間の競争の拡大等に伴い、受注価格の低廉化等が想定され、引き続き

厳しい受注環境が見込まれるとともに、ソリューション事業及び土木・設備工事等その他の事業に

つきましても競争の激化が懸念され、当社グループの経営環境は厳しい状況が続くものと想定され

ます。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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このような経営環境の中、当社グループとしましては、積極的な営業展開による受注の拡大、各

種業務改善施策の展開による生産性の向上及び原価の低減や更なるグループ経営の効率化を図るな

ど、引き続きコスト競争力の強化に取り組んでまいります。 

 このような状況のもと、次期の連結業績の見通しにつきましては、受注高は510億円（前期比

97.7％）、完成工事高は500億円（前期比92.7％）、営業利益は９億円（前期比88.9％）、経常利

益は11億円（前期比87.9％）、当期純利益は５億円（前期比93.9％）を見込んでおります。 

  

＜資産、負債及び純資産の状況＞ 

  ①資産    

流動資産は、前連結会計年度末に比べ３億２千４百万円増加し、254億７千７百万円となりまし

た。これは、現金及び預金が５億５千８百万円減少しましたが、リース投資資産が３億８千９百万

円、未成工事支出金が３億２千万円増加したことなどが主な要因であります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ４千１百万円減少し、198億１千２百万円となりました。

これは、有形固定資産が４億４千万円増加しましたが、投資有価証券が３億２千万円、繰延税金資

産が１億４千４百万円減少したことなどが主な要因であります。 

 この結果、総資産は前連結会計年度末に比べ２億８千２百万円増加し、452億９千万円となりま

した。 

 ②負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ５億３千３百万円増加し、110億９千１百万円となりまし

た。これは、短期借入金が５億５千万円増加したことなどが主な要因であります。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べ２億３千６百万円減少し、94億円となりました。これは、

長期借入金が１億４千９百万円増加しましたが、退職給付引当金が３億３千５百万円減少したこと

などが主な要因であります。 

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ２億９千６百万円増加し、204億９千２百万円と

なりました。 

③純資産 

純資産は、前連結会計年度末に比べ１千４百万円減少し、247億９千８百万円となりました。こ

れは、利益剰余金が１億９千４百万円増加しましたが、自己株式の取得１億３千４百万円、その他

有価証券評価差額金が１億２千８百万円減少したことなどが主な要因であります。 

  

＜キャッシュ・フローの状況＞ 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に

比べ２億６千８百万円減少し、24億４千４百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（２）財政状態に関する分析
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①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は、７億４千６百万円(前連結会計年度は２億６千万円の収入)とな

りました。収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益10億６千８百万円、減価償却費10億４千４

百万円であり、支出の主な内訳は、リース投資資産の増加額３億８千９百万円、退職給付引当金の

減少額３億３千５百万円、未成工事支出金の増加額２億９千４百万円、法人税等の支払額１億４千

６百万円であります。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、12億３千３百万円(前連結会計年度は７億２千万円の支出)とな

りました。これは、定期預金の払戻による収入４億８千万円に対して、定期預金の預入による支出

１億９千万円、有形固定資産の取得による支出15億１千４百万円等、支出が収入を上回ったことが

主な要因であります。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果得られた資金は、２億１千８百万円(前連結会計年度は15億１千４百万円の収入)

となりました。これは、短期借入金の増加による収入４億３千万円、長期借入れよる収入18億８千

万円に対して、長期借入金の返済による支出16億１千万円、配当金の支払額３億３千８百万円等、

収入が支出を上回ったことが要因であります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
（注）１．各指標の計算方法は、次のとおりであります。 

     自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

     キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

     インタレスト・ガバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

   ２．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

   ３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数控除後）により算出しております。 

   ４．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用してお 

     ります。 

   ５．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてい

     ます。 

  

利益配分につきましては、株主の皆様への利益還元を重視し、安定した株主配当を行うことを基本方

針とするとともに、将来の事業展開に必要な設備投資及び日々進化する情報通信技術等に対応するため

の人材育成並びに安全・品質の向上施策等に有効活用することとしております。 

第62期 
平成19年３月期

第63期
平成20年３月期

第64期
平成21年３月期

第65期 
平成22年３月期

第66期
平成23年３月期

自己資本比率 50.6 50.2 53.1 51.8 51.3

時価ベースの自己資本比率 29.6 21.1 19.7 18.3 18.1

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率

2.4 4.8 5.6 24.5 9.5

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ

65.5 29.9 26.8 17.8 97.1

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

西部電気工業㈱（1937）　平成23年３月期　決算短信

4



  
当期末の配当金につきましては、１株当たり10円を予定しており、既に５円の中間配当を実施してい

ることから、年間の配当金は15円となります。 

 また、次期の配当金につきましても、１株当たり15円(うち中間配当金５円)を予定しております。 

ＮＴＴグループの設備投資の動向が、当社グループの完成工事高及び利益に影響を与える可能性があ

ります。 

  

最近の有価証券報告書（平成22年６月29日提出）における「企業集団の状況」から重要な変更がない

ため開示を省略しております。 

  

当社グループは、情報通信建設分野等における事業領域の拡大を目指し、安全で高品質なサービス

を提供することにより、お客様から高い信頼をいただき、より強固で安定した経営基盤を確立するこ

とを経営方針として、事業活動を推進しております。 

また、社会から信頼される企業として、内部統制体制の強化を図るとともに、地域社会への貢献に

も積極的に取り組んでいるところであります。 

当社グループは、受注の拡大と生産性の向上や原価低減などによるコスト競争力の強化に取り組

み、利益・利益率の改善を目指してまいります。 

当社グループの主要なセグメントである情報通信分野の市場は今後も拡大が期待されますが、通信

事業者の多様なサービス競争の拡大等により、受注価格は低廉化傾向にあり厳しい経営環境が続いて

います。 

 このような経営環境の中、経営基盤の更なる強化に向け、平成２３年度を初年度とする第４次中期

経営計画（平成２３年度から２５年度）を策定したところであり、安全で高品質なサービスの提供や

生産性の向上、原価率の改善、新たな事業分野の創出・開拓による業績の拡大に取組むとともに、社

会的責任の強化、コンプライアンス経営の徹底に積極的に取り組み、企業価値の向上に努めてまいり

ます。 

情報通信事業者間では、ブロードバンドサービスの拡大等により、今後とも、サービス・価格面の

熾烈な競争の展開が予想され、通信建設事業者においても引き続き厳しい経営環境が想定されます。

当社グループは、このような経営環境に対し、新たな事業の創出など事業領域の拡大による増収施

策や原価低減のための各種業務改善施策を展開することにより、収益構造の改善及び財務体質の強化

に努めてまいります。 

該当事項はありません。 

  

（４）事業等のリスク

２．企業集団の状況

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題

（５）その他、会社の経営上重要な事項

西部電気工業㈱（1937）　平成23年３月期　決算短信

5



４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,388 2,829

受取手形・完成工事未収入金等 14,762 14,726

リース投資資産 3,688 4,078

有価証券 650 650

未成工事支出金 1,352 1,673

商品 369 340

材料貯蔵品 218 221

繰延税金資産 356 373

その他 479 742

貸倒引当金 △113 △159

流動資産合計 25,153 25,477

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2 7,751 ※2 8,731

機械、運搬具及び工具器具備品 10,145 9,486

土地 ※2 7,845 ※2 7,845

建設仮勘定 58 0

減価償却累計額 △11,920 △11,743

有形固定資産合計 13,880 14,320

無形固定資産 238 228

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 4,263 ※1 3,943

繰延税金資産 1,184 1,039

その他 634 467

貸倒引当金 △346 △186

投資その他の資産合計 5,735 5,263

固定資産合計 19,854 19,812

資産合計 45,008 45,290
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 6,393 6,349

短期借入金 ※2 2,470 ※2 3,021

未払法人税等 110 220

未成工事受入金 221 211

賞与引当金 681 687

役員賞与引当金 36 41

工事損失引当金 5 20

その他 638 539

流動負債合計 10,558 11,091

固定負債

長期借入金 ※2 3,920 ※2 4,069

繰延税金負債 599 598

退職給付引当金 4,029 3,693

役員退職慰労引当金 208 163

その他 879 876

固定負債合計 9,637 9,400

負債合計 20,195 20,492

純資産の部

株主資本

資本金 1,600 1,600

資本剰余金 1,959 1,959

利益剰余金 19,544 19,738

自己株式 △356 △490

株主資本合計 22,747 22,807

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 575 447

その他の包括利益累計額合計 575 447

少数株主持分 1,489 1,543

純資産合計 24,812 24,798

負債純資産合計 45,008 45,290
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

     連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日

  至 平成23年３月31日)

完成工事高 53,696 53,934

完成工事原価 ※2 50,307 ※2 50,402

完成工事総利益 3,388 3,532

販売費及び一般管理費 ※1, ※2 2,642 ※1, ※2 2,519

営業利益 746 1,012

営業外収益

受取利息 27 24

受取配当金 77 85

受取地代家賃 66 72

その他 45 83

営業外収益合計 216 265

営業外費用

支払利息 17 7

貸倒引当金繰入額 14 4

投資事業組合運用損 5 8

その他 0 5

営業外費用合計 37 26

経常利益 924 1,252

特別利益

固定資産売却益 ※3 127 0

投資有価証券売却益 4 －

その他 8 －

特別利益合計 140 0

特別損失

固定資産売却損 ※4 3 ※4 1

固定資産除却損 ※5 13 ※5 41

投資有価証券評価損 27 140

その他 3 －

特別損失合計 48 183

税金等調整前当期純利益 1,017 1,068

法人税、住民税及び事業税 161 270

法人税等調整額 318 202

法人税等合計 479 472

少数株主損益調整前当期純利益 － 595

少数株主利益 60 62

当期純利益 476 532
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   連結包括利益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日

  至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 595

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △128

その他の包括利益合計 － ※2 △128

包括利益 － ※1 467

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 404

少数株主に係る包括利益 － 62
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,600 1,600

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,600 1,600

資本剰余金

前期末残高 1,959 1,959

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,959 1,959

利益剰余金

前期末残高 19,406 19,544

当期変動額

剰余金の配当 △338 △338

当期純利益 476 532

当期変動額合計 138 194

当期末残高 19,544 19,738

自己株式

前期末残高 △354 △356

当期変動額

自己株式の取得 △2 △134

当期変動額合計 △2 △134

当期末残高 △356 △490

株主資本合計

前期末残高 22,611 22,747

当期変動額

剰余金の配当 △338 △338

当期純利益 476 532

自己株式の取得 △2 △134

当期変動額合計 135 60

当期末残高 22,747 22,807

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 457 575

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

118 △128

当期変動額合計 118 △128

当期末残高 575 447
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日

  至 平成23年３月31日)

少数株主持分

前期末残高 1,435 1,489

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 54 53

当期変動額合計 54 53

当期末残高 1,489 1,543

純資産合計

前期末残高 24,503 24,812

当期変動額

剰余金の配当 △338 △338

当期純利益 476 532

自己株式の取得 △2 △134

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 173 △74

当期変動額合計 308 △14

当期末残高 24,812 24,798
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日

 至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,017 1,068

減価償却費 1,166 1,044

固定資産除売却損益（△は益） △109 43

貸倒引当金の増減額（△は減少） △108 △113

賞与引当金の増減額（△は減少） △69 6

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1 4

退職給付引当金の増減額（△は減少） △465 △335

受取利息及び受取配当金 △105 △109

支払利息 17 7

投資有価証券評価損益（△は益） 27 140

投資有価証券売却損益（△は益） △4 －

売上債権の増減額（△は増加） 184 35

リース投資資産の増減額（△は増加） △3,106 △389

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 1,474 △294

仕入債務の増減額（△は減少） △276 △43

未払金の増減額（△は減少） 135 △54

未成工事受入金の増減額（△は減少） △67 △9

その他 170 △206

小計 △117 790

利息及び配当金の受取額 105 109

利息の支払額 △14 △7

法人税等の支払額 △161 △146

法人税等の還付額 449 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 260 746

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △980 △190

定期預金の払戻による収入 680 480

有価証券の取得による支出 △1,650 △2,500

有価証券の売却による収入 1,500 2,500

有形固定資産の取得による支出 △382 △1,514

有形固定資産の売却による収入 230 35

無形固定資産の取得による支出 △113 △51

投資有価証券の取得による支出 △2 △8

投資有価証券の売却による収入 7 －

貸付けによる支出 △13 －

貸付金の回収による収入 18 12

その他の支出 △42 △31

その他の収入 28 34

投資活動によるキャッシュ・フロー △720 △1,233

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 150 430

長期借入れによる収入 3,335 1,880

長期借入金の返済による支出 △1,623 △1,610

自己株式の取得による支出 △2 △134

配当金の支払額 △338 △338

少数株主への配当金の支払額 △6 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,514 218

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,054 △268

現金及び現金同等物の期首残高 1,658 2,713

現金及び現金同等物の期末残高 2,713 2,444
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    該当事項はありません。 

  

 最近の有価証券報告書（平成22年６月29日提出）における記載から重要な変更がないため開示

を省略しております。 

  

 
  

 
  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計方針の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適

用）

 当連結会計年度から「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その3）（企業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。 

 なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用

することとなったため、当連結会計年度の連結財務諸表

に与える影響はありません。

―――――

―――――  (資産除去債務に関する会計基準)

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31 日）を適用して

おります。 

  これによる損益に与える影響はありません。

表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

（連結損益計算書） （連結損益計算書）

 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めていた「貸倒引当金繰入額」は、営業外費用の総額の

100分の10を超えたため、当連結会計年度では区分掲記

をしております。なお、前連結会計年度の営業外費用の

「その他」に含まれる「貸倒引当金繰入額」は4百万円

であります。

 ―――――

 ―――――  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令

第５号）の適用により、当連結累計期間では、「少数株

主損益調整前当期純利益」の科目を表示しております。
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追加情報

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

―――――  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計 

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適 

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」 

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度 

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額 

等合計」の金額を記載しております。

（８）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

※１

 

このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額

は、次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 121百万円

このうち非連結子会社及び関連会社に対する金額

は、次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 121百万円

※２ （担保資産）

下記の資産は、短期借入金の一部563百万円及び長期

借入金の一部382百万円に対する債務の担保に供して

おります。

建物 131百万円

土地 1,323百万円

計 1,454百万円

（担保資産）

下記の資産は、短期借入金の一部1,022百万円及び長

期借入金の一部360百万円に対する債務の担保に供し

ております。

建物 119百万円

土地 1,323百万円

計 1,442百万円

 ３ （偶発債務）

―――――

（偶発債務）

下記の会社の金融機関からの借入れに対して、再保

証を行っております。

  熊本城観光交流サービス㈱      85百万円

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１

 

販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

従業員給料手当 926百万円

賞与引当金繰入額 78百万円

役員賞与引当金繰入額 36百万円

退職給付費用 93百万円

役員退職慰労引当金繰入額 37百万円

貸倒引当金繰入額 81百万円

 

 

販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

従業員給料手当 911百万円

賞与引当金繰入額 82百万円

役員賞与引当金繰入額 41百万円

退職給付費用 84百万円

役員退職慰労引当金繰入額 40百万円

 

※２ 一般管理費及び工事原価に含まれる研究開発費は、 

129百万円であります。

 

一般管理費及び工事原価に含まれる研究開発費は、 

115百万円であります。

 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 

建物及び構築物 0百万円

土地 127百万円

計 127百万円
 

機械、運搬具及び 

工具器具備品
0百万円
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当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

  

※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

 
  

※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

 
  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加       6,497株 

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 1百万円

機械、運搬具及び 

工具器具備品
2百万円

計 3百万円

 

固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械、運搬具及び 

工具器具備品
1百万円

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

 

建物及び構築物 1百万円

機械、運搬具及び 

工具器具備品
10百万円

無形固定資産 1百万円

計 13百万円

 

建物及び構築物 11百万円

機械、運搬具及び 

工具器具備品
13百万円

無形固定資産

撤去費用他

0百万円

16百万円

計 41百万円

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 594百万円

少数株主に係る包括利益 60百万円

計 655百万円

その他有価証券評価差額金 118百万円

計 118百万円

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 23,138,400 ― ― 23,138,400

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 573,797 6,497 ─ 580,294
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３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

自己株式の取得による増加    400,000株 

単元未満株式の買取りによる増加   6,591株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月19日 
定時株主総会

普通株式 225 10 平成21年３月31日 平成21年６月22日

平成21年11月９日 
取締役会

普通株式 112 ５ 平成21年９月30日 平成21年12月７日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 225 10 平成22年３月31日 平成22年６月28日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 23,138,400 ― ― 23,138,400

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 580,294 406,591 ― 986,885

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日 
定時株主総会

普通株式 225 10 平成22年３月31日 平成22年６月28日

平成22年11月10日 
取締役会

普通株式 112 ５ 平成22年９月30日 平成22年12月６日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月24日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 221 10 平成23年３月31日 平成23年６月27日
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    前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な事業内容 

(1) 建設事業  情報通信工事、土木・設備工事、建設用資材販売 

(2) その他事業 ネットワークソリューション、運輸業等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用1,572百万円は、提出会社本社の総務部等

管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産11,844百万円は、提出会社での余資運用資金（現金、預

金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用及びその償却額が含まれております。 

  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に支店及び連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

本邦以外の国又は地域における完成工事高がないため、該当事項はありません。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,388百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△ 675百万円

現金及び現金同等物 2,713百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,829百万円

預入期間が３か月を超える 
定期預金

 △ 385百万円

現金及び現金同等物 2,444百万円

（セグメント情報等）

１．事業の種類別セグメント情報

建設事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ．完成工事高及び営業損益

  完成工事高

(1) 外部顧客に対する完成工事高 45,142 8,554 53,696 ─ 53,696

(2) セグメント間の 
  内部完成工事高又は振替高

2 394 397 (397) ─

計 45,145 8,948 54,093 (397) 53,696

  営業費用 43,016 8,815 51,831 1,119 52,950

  営業利益 2,129 133 2,262 (1,516) 746

Ⅱ．資産、減価償却費及び 
  資本的支出

  資   産 22,672 10,752 33,424 11,583 45,008

  減価償却費 335 762 1,098 68 1,166

  資本的支出 46 266 312 185 497

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高
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１  報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可

能でかつ取締役会が、業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社グループはサービスの種類別、拠点別に事業部等を置き、事業活動を展開しております。 

 したがって、事業セグメントは各事業等を基礎としたサービスの種類別、拠点別で構成されてお

りますが、経済的特徴が概ね類似している事業セグメントについては、集約し「情報通信工事

業」、「ソリューション事業」を報告セグメントとしております。 

  

 
  

２  報告セグメントごとの完成工事高、利益又は損失の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、主に営業利益（本社費

用を除く）をベースとした数値であります。セグメント間の内部完成工事高及び振替高は市場実勢

価格に基づいております。 

 なお、資産及び負債については、業績を評価するための検討対象としていないため、記載してお

りません。 

  

３  報告セグメントごとの完成工事高、利益又は損失の金額に関する情報 

 
 （注）１ その他には環境事業、土木事業、運輸事業及びリース事業等を含んでおります。 

 ２ 調整額は以下のとおりであります。 

セグメント利益の調整額△2,971百万円は、主に各報告セグメントに配分しない提出会社の本社費用であり

ます。 

 ３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

（セグメント情報）

    情報通信工事業 ・光ファイバー等通信ケーブル工事、ネットワーク工事、移動通信工事な

どの設計・施工・保守

・情報通信資材・器具工具の販売

    ソリューション事業 ・ＬＡＮ／ＷＡＮ等ネットワーク、情報セキュリティシステム及び光ＩＰ
電話設備の構築

・ソフトウェアの開発・保守・メンテナンス及びＩＴ商品の総合コンサル
タント等のトータルソリューション

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額 
(注２)

連結財務諸表
計上額(注３)情報通信 

工事業
ソリュー

ション事業
計

完成工事高

  外部顧客への完成工事高 35,477 8,573 44,051 9,882 53,934 53,934

  セグメント間の内部 
  完成工事高又は振替高

1 48 50 649 700 △700 －

計 35,479 8,622 44,102 10,532 54,634 △700 53,934

セグメント利益 3,114 425 3,540 443 3,983 △2,971 1,012
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当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

 当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

  （１）完成工事高 

     本邦以外の外部顧客への完成工事高がないため、該当事項はありません。 

  （２）有形固定資産 

     本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

   当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

   当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

   当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

  

（追加情報）

（関連情報）

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 完成工事高 関連するセグメント名

西日本電信電話株式会社 24,968 情報通信工事業

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

（報告セグメントごとの負ののれんの発生益に関する情報）

（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 1,033円89銭 1,049円80銭

１株当たり当期純利益 21円12銭 23円74銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式が存在し
ないため記載しておりません。

 同左
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（注）算定上の基礎 

   １．１株当たり純資産額 

 
  

   ２．１株当たり当期純利益 

 
  

  該当事項はありません。 

項目
前連結会計年度

(平成22年３月31日)
当連結会計年度

(平成23年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 24,812 24,798

普通株式に係る純資産額（百万円） 23,322 23,254

差額の主な内訳（百万円）

 少数株主持分 1,489 1,543

普通株式の発行済株式数（千株） 23,138 23,138

普通株式の自己株式数（千株） 580 986

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（千株）

22,558 22,151

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 476 532

普通株式に係る当期純利益（百万円） 476 532

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,562 22,443

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年3月31日)

当事業年度
(平成23年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,170 1,488

受取手形 401 251

完成工事未収入金 12,570 12,935

売掛金 395 147

有価証券 650 650

未成工事支出金 1,337 1,666

商品 46 47

材料貯蔵品 217 207

繰延税金資産 300 313

その他 210 562

貸倒引当金 △92 △126

流動資産合計 18,207 18,144

固定資産

有形固定資産

建物 6,225 7,153

減価償却累計額 △3,296 △3,402

建物（純額） 2,929 3,751

構築物 832 880

減価償却累計額 △673 △679

構築物（純額） 159 201

機械及び装置 428 373

減価償却累計額 △403 △352

機械及び装置（純額） 25 20

車両運搬具 284 236

減価償却累計額 △267 △223

車両運搬具（純額） 16 13

工具、器具及び備品 1,079 974

減価償却累計額 △939 △838

工具、器具及び備品（純額） 140 135

土地 6,099 6,099

リース資産 204 204

減価償却累計額 △48 △74

リース資産（純額） 155 129

建設仮勘定 58 0

有形固定資産合計 9,583 10,351

無形固定資産

ソフトウエア 196 185

その他 27 27

無形固定資産合計 224 212
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年3月31日)

当事業年度
(平成23年3月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 3,960 3,675

関係会社株式 265 265

長期貸付金 10 8

従業員に対する長期貸付金 40 30

破産更生債権等 349 179

長期前払費用 1 1

繰延税金資産 1,115 973

その他 146 146

貸倒引当金 △346 △176

投資その他の資産合計 5,542 5,104

固定資産合計 15,351 15,669

資産合計 33,558 33,813

負債の部

流動負債

工事未払金 4,421 5,027

買掛金 400 151

短期借入金 1,001 1,500

リース債務 26 26

未払法人税等 38 131

未払消費税等 87 0

未成工事受入金 207 200

賞与引当金 587 587

役員賞与引当金 25 27

工事損失引当金 5 20

その他 411 385

流動負債合計 7,212 8,060

固定負債

長期借入金 5 2

リース債務 138 111

退職給付引当金 3,748 3,394

役員退職慰労引当金 181 142

長期預り保証金 875 874

固定負債合計 4,949 4,525

負債合計 12,161 12,585
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年3月31日)

当事業年度
(平成23年3月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,600 1,600

資本剰余金

資本準備金 1,667 1,667

その他資本剰余金 288 288

資本剰余金合計 1,955 1,955

利益剰余金

利益準備金 399 399

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 243 243

別途積立金 13,095 13,095

繰越利益剰余金 3,866 3,973

利益剰余金合計 17,604 17,711

自己株式 △356 △490

株主資本合計 20,803 20,776

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 593 451

評価・換算差額等合計 593 451

純資産合計 21,396 21,228

負債純資産合計 33,558 33,813
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（２）損益計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日

 至 平成23年３月31日)

完成工事高 44,806 44,063

完成工事原価 42,302 41,473

完成工事総利益 2,503 2,590

販売費及び一般管理費 2,075 1,971

営業利益 428 618

営業外収益

受取利息 7 5

有価証券利息 19 18

受取配当金 82 103

受取地代家賃 112 118

その他 37 71

営業外収益合計 260 317

営業外費用

支払利息 17 9

貸倒引当金繰入額 14 4

投資事業組合運用損 5 8

その他 0 5

営業外費用合計 38 26

経常利益 650 909

特別利益

固定資産売却益 127 －

その他 7 －

特別利益合計 135 －

特別損失

固定資産売却損 3 0

固定資産除却損 13 39

投資有価証券評価損 12 92

特別損失合計 29 132

税引前当期純利益 756 776

法人税、住民税及び事業税 36 117

法人税等調整額 312 213

法人税等合計 349 331

当期純利益 406 445
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,600 1,600

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,600 1,600

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,667 1,667

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,667 1,667

その他資本剰余金

前期末残高 288 288

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 288 288

資本剰余金合計

前期末残高 1,955 1,955

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,955 1,955

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 399 399

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 399 399

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 243 243

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 243 243

別途積立金

前期末残高 13,095 13,095

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,095 13,095

繰越利益剰余金

前期末残高 3,797 3,866

当期変動額

剰余金の配当 △338 △338

当期純利益 406 445

当期変動額合計 68 107

当期末残高 3,866 3,973
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日

 至 平成23年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 17,536 17,604

当期変動額

剰余金の配当 △338 △338

当期純利益 406 445

当期変動額合計 68 107

当期末残高 17,604 17,711

自己株式

前期末残高 △354 △356

当期変動額

自己株式の取得 △2 △134

当期変動額合計 △2 △134

当期末残高 △356 △490

株主資本合計

前期末残高 20,737 20,803

当期変動額

剰余金の配当 △338 △338

当期純利益 406 445

自己株式の取得 △2 △134

当期変動額合計 66 △26

当期末残高 20,803 20,776

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 500 593

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 92 △141

当期変動額合計 92 △141

当期末残高 593 451

純資産合計

前期末残高 21,237 21,396

当期変動額

剰余金の配当 △338 △338

当期純利益 406 445

自己株式の取得 △2 △134

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 92 △141

当期変動額合計 158 △168

当期末残高 21,396 21,228
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  該当事項はありません。 

  

 
（注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

 ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

   役員の異動につきましては、開示内容が定まった時点で開示いたします。 

（４）継続企業の前提に関する注記

６．その他

（１）受注高及び完成工事高の状況

（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度
（自 平成21年４月１日 （自 平成22年４月１日

  至 平成22年３月31日）  至 平成23年３月31日）
金額

(百万円)
構成比
(％)

金額 
(百万円)

構成比
(％)

前
期
繰
越
受
注
高

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

情報通信工事業 5,213 60.6 7,714 67.6

ソリューション事業 916 10.7 1,800 15.8

計 6,129 71.3 9,515 83.4

その他 2,466 28.7 1,891 16.6

合計 8,595 100.0 11,406 100.0

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

情報通信工事業 40,227 71.2 34,756 66.6

当
期
受
注
高

ソリューション事業 7,812 13.8 7,516 14.4

計 48,040 85.0 42,273 81.0

その他 8,467 15.0 9,908 19.0

合計 56,508 100.0 52,181 100.0

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

情報通信工事業 37,725 70.3 35,477 65.8

完
成
工
事
高

ソリューション事業 6,928 12.9 8,573 15.9

計 44,653 83.2 44,051 81.7

その他 9,042 16.8 9,882 18.3

合計 53,696 100.0 53,934 100.0

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

情報通信工事業 7,714 67.6 6,993 72.4

次
期
繰
越
受
注
高

ソリューション事業 1,800 15.8 743 7.7

計 9,515 83.4 7,737 80.1

その他 1,891 16.6 1,916 19.9

合計 11,406 100.0 9,653 100.0

（２）役員の異動
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